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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第85期

第２四半期
連結累計期間

第86期
第２四半期
連結累計期間

第85期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 7,010 6,950 14,313

経常利益 (百万円) 54 62 147

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 34 77 90

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 140 27 451

純資産額 (百万円) 2,288 2,552 2,599

総資産額 (百万円) 9,790 9,910 9,972

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 2.37 5.31 6.17

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.4 25.8 26.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △151 △284 448

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △32 △48 △84

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 181 86 △183

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 699 637 882
 

 

回次
第85期

第２四半期
連結会計期間

第86期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.88 1.90
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。　

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の各種政策の効果により雇用・所得環境の改善傾向が続

き、緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、中国をはじめとするアジア新興国等の景気減速により、引

き続き景気を下押しするリスクとなっており、依然として不透明な状況が続いております。当社グループはこのよ

うな状況下におきまして、顧客ニーズに柔軟に対応するとともに、積極的な営業展開に努めてまいりましたが、総

取扱量は前年同期間比1.2％減少し、売上高は69億50百万円余(対前年同期間59百万円余減)となりました。損益面に

つきましては、売上高は減少しましたが、固定費が減少したことにより営業総利益は前年同期間比6.0％増加し５億

55百万円余(対前年同期間31百万円余増)となりました。営業利益は44百万円余(対前年同期間１百万円余増)、経常

利益は62百万円余(対前年同期間８百万円余増)の計上となりました。特別損益では、出資金売却益を64百万円余、

関係会社清算損を９百万円余計上したことにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は77百万円余(対前年同期間

42百万円余増)の計上となっております。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①輸出部門

輸出部門におきましては、機械機器製品が減少しましたが、雑貨が増加したことにより、輸出部門の売上高は前

年同期間比3.1％増加し16億38百万円余、セグメント損失は56百万円余(前年同期間はセグメント損失52百万円余)の

計上となりました。

②輸入部門

輸入部門におきましては、雑貨が減少したことにより、輸入部門の売上高は前年同期間比3.9％減少し26億７百万

円余、セグメント利益は18百万円余（前年同期間はセグメント利益３百万円余）の計上となりました。

③国際部門

国際部門におきましては、国際輸出は、中国及び東南アジア向けの荷動きは不調でありましたが、米国向け機械

部品、メキシコ向け機械類が好調に推移したことにより、国際輸出部門の売上高は前年同期間比3.5％増加し７億33

百万円余の計上となりました。国際輸入は、東南アジアからの取扱いは好調に推移しましたが、主力の中国からの

家電、生活雑貨が減少したことにより、国際輸入部門の売上高は前年同期間比0.5％減少し18億85百万円余の計上と

なりました。その結果、国際部門の売上高は前年同期間比0.6％増加し26億19百万円余、セグメント利益は前年同期

間比19.0％減少し48百万円余の計上となりました。

④その他

船内荷役、港湾関連及び倉庫業等の売上合計は前年同期間比9.5％減少し１億31百万円余となり、セグメント利益

は前年同期間比２百万円余増加し33百万円余の計上となりました。

 

　（注）上記のセグメントの営業収入には、セグメント間の内部営業収入45百万円余を含んでおります。
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(2)財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ61百万円余減少し、99億10百万円余となりま

した。流動資産は１億16百万円余増の35億99百万円余、固定資産は１億78百万円余減の63億11百万円余でありま

す。流動資産増加の主な要因は、立替金の増加等によるものであります。固定資産減少の主な要因は、投資有価証

券の減少及び減価償却による減少等によるものであります。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ98百万円余減少し、44億91百万円余となりました。固定負債は、前連結会

計年度末に比べ、83百万円余増加し28億66百万円余となりました。流動負債減少の主な要因は、営業未払金の減少

等によるものであります。固定負債増加の主な要因は、長期借入金の増加等によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ、46百万円余減少し、25億52百万円余となりました。これは、その他有価証

券評価差額金の減少等によるものであります。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、６億37百万円余となり、

前年同四半期連結累計期間末より62百万円余の減少となりました。各キャッシュ・フロー状況と要因は次のとおり

であります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金は、減価償却費１億26百万円余ありますが、その他の資

産の増加額２億16百万円余及営業債務の減少額46百万円余により、２億84百万円余の減少(前年同四半期は１億51百

万円余の減少)となり、前年同四半期と比べると１億32百万円余の減少となりました。これは主に退職給付に係る負

債の増減額及び営業債務の増減額によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金は、その他の収入32百万円余ありますが、その他の支出

49百万円余、無形固定資産の取得による支出21百万円余により、48百万円余の減少(前年同四半期は32百万円余の減

少)となり、前年同四半期と比べると15百万円余の減少となりました。これは主に、その他の支出等によるものであ

ります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金は、長期借入金の返済による支出４億61百万円余、配当

金の支払額73百万円余ありますが、長期借入れによる収入６億円により、86百万円余の増加(前年同四半期１億81百

万円余の増加)となり、前年同四半期と比べると94百万円余の減少となりました。これは主に、短期借入金の純増減

額及び長期借入れによる収入によるものであります。

 

(4)研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5)従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数に著しい増減はありません。

 

(6)生産、受注及び販売の実績

当社グループは、生産、受注及び販売を行う事業を行っておりませんので、記載を省略しております。
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(7)主要な設備

新設、休止、大規模模改修、除却、売却等について、当第２四半期連結累計期間において、重要な変動はありま

せん。

 

(8)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの主要な事業である港湾運送における貨物量は、景気の変動はもとより、業者間の価格競争や、生

産在庫調整など顧客の物流政策の変更による影響を受けます。また、海外地域における貿易に関する法的規制や、

産業構造の変化及び物流形態の変革等によって増減する可能性があります。

引き続き政府の経済対策を背景に、景気の回復が期待されるものの、新興国等の海外景気の下振れ懸念等により

港湾物流における貨物量は不透明感を払拭できない状況であり、当グループの事業環境は依然として厳しい状況が

続くものと思われます。

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、景気の動向や経営環境の変化に柔軟に対応し、継続

的に安定した収益を確保できる基盤を確立するため、海外物流拠点の充実による効率的で且つきめ細かいサービス

の提供など「国際物流業務のトータルプランナーとして常に革新する企業」を目指し、顧客のニーズの変化に対応

した事業体となる経営を進めてまいります。

今後の見通しにつきましては、営業部門の強化を図り既存顧客のシェア拡大と新規顧客の獲得、自家施設の有効

活用による売上拡大により、業績の向上に努めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,000,000

計 54,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,700,000 14,700,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株
であります。

計 14,700,000 14,700,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年９月30日 ― 14,700 ― 735,000 ― 170,427
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(6) 【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

トランコム株式会社 名古屋市東区葵１丁目19-30 1,422 9.7

株式会社大運 大阪市西区西本町１丁目10-10 859 5.8

トレーディア㈱社員持株会 神戸市中央区海岸通１丁目２-22 745 5.1

株式会社みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１-１ 727 4.9

日本郵船株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３-２ 687 4.7

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
(常任代理人：日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目４-５
(東京都港区浜松町２丁目11-３)

667 4.5

株式会社大豊ディピーセンター 大阪府貝塚市二色北町１-３ 597 4.1

日本製麻株式会社 富山県砺波市三島町11-18 569 3.9

前　田　慶　和 大阪府貝塚市 486 3.3

損害保険ジャパン日本興亜株式
会社

東京都新宿区西新宿１丁目26-１ 313 2.1

計 7,074 48.1
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 31,000

 

― ―

(相互保有株式)
普通株式 36,000

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,599,000
 

 

14,599 ―

単元未満株式 普通株式 34,000
 

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数  14,700,000
 

― ―

総株主の議決権 ― 14,599 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権

１個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式307株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
トレーディア株式会社

神戸市中央区海岸通1-2-22 31,000 ― 31,000 0.2

(相互保有株式)
広瀬産業海運株式会社

大阪市港区築港3-1-8 5,000 ― 5,000 0.0

(相互保有株式)
三笠陸運株式会社

神戸市中央区港島8-11-6 12,000 ― 12,000 0.1

(相互保有株式)
株式会社忠和商会

横浜市中区新山下3-2-15 19,000 ― 19,000 0.1

計 ― 67,000 ― 67,000 0.5
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、神明監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 882,601 637,464

  受取手形及び売掛金 1,694,378 1,699,982

  繰延税金資産 90,932 90,932

  立替金 716,272 897,382

  その他 100,985 277,502

  貸倒引当金 △2,224 △3,899

  流動資産合計 3,482,945 3,599,364

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,634,198 1,575,233

   機械装置及び運搬具（純額） 55,735 53,393

   工具、器具及び備品（純額） 8,477 7,104

   土地 1,781,656 1,781,656

   リース資産（純額） 122,565 133,931

   有形固定資産合計 3,602,633 3,551,319

  無形固定資産   

   借地権 34,560 34,560

   その他 274,641 263,846

   無形固定資産合計 309,201 298,406

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,279,586 1,218,852

   差入保証金 779,453 811,387

   その他 541,823 450,565

   貸倒引当金 △23,235 △19,135

   投資その他の資産合計 2,577,627 2,461,670

  固定資産合計 6,489,462 6,311,397

 資産合計 9,972,407 9,910,761
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び営業未払金 1,377,425 1,330,547

  短期借入金 2,578,658 2,603,658

  リース債務 40,139 43,377

  未払法人税等 115,084 50,018

  賞与引当金 185,220 164,640

  その他 293,588 299,354

  流動負債合計 4,590,115 4,491,595

 固定負債   

  長期借入金 2,117,554 2,271,225

  リース債務 91,839 101,753

  長期未払金 165,168 160,595

  繰延税金負債 172,539 148,581

  役員退職慰労引当金 82,445 57,537

  退職給付に係る負債 153,635 126,534

  固定負債合計 2,783,182 2,866,227

 負債合計 7,373,298 7,357,822

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 735,000 735,000

  資本剰余金 170,427 170,427

  利益剰余金 1,362,313 1,366,822

  自己株式 △9,352 △9,440

  株主資本合計 2,258,388 2,262,810

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 322,073 267,558

  退職給付に係る調整累計額 18,647 22,570

  その他の包括利益累計額合計 340,720 290,129

 純資産合計 2,599,109 2,552,939

負債純資産合計 9,972,407 9,910,761
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業収入 7,010,880 6,950,885

営業費用 6,487,285 6,395,789

営業総利益 523,595 555,096

一般管理費 ※1  480,836 ※1  510,831

営業利益 42,759 44,264

営業外収益   

 受取利息及び配当金 16,172 14,910

 持分法による投資利益 12,867 14,590

 その他 30,456 33,066

 営業外収益合計 59,497 62,567

営業外費用   

 支払利息 43,996 42,884

 その他 4,213 1,545

 営業外費用合計 48,210 44,429

経常利益 54,046 62,401

特別利益   

 固定資産処分益 - 349

 出資金売却益 - 64,956

 特別利益合計 - 65,306

特別損失   

 固定資産除売却損 0 795

 関係会社清算損 - 9,772

 特別損失合計 0 10,568

税金等調整前四半期純利益 54,046 117,139

法人税等 19,162 39,284

四半期純利益 34,884 77,855

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 34,884 77,855
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益 34,884 77,855

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 41,983 △54,515

 退職給付に係る調整額 63,473 3,923

 その他の包括利益合計 105,457 △50,591

四半期包括利益 140,341 27,263

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 140,341 27,263

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 54,046 117,139

 減価償却費 106,595 126,271

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 71,965 △21,244

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,052 △2,424

 受取利息及び受取配当金 △16,172 △14,910

 支払利息 43,996 42,884

 持分法による投資損益（△は益） △12,867 △14,590

 有形固定資産除売却損益（△は益） 0 445

 その他の損益（△は益） △3,609 △52,756

 賞与引当金の増減額（△は減少） △41,450 △20,580

 営業債権の増減額（△は増加） △46,958 △1,504

 その他の資産の増減額（△は増加） △307,623 △216,586

 営業債務の増減額（△は減少） 34,059 △46,878

 その他の負債の増減額（△は減少） 9,234 △24,480

 小計 △103,732 △129,214

 利息及び配当金の受取額 16,172 14,910

 利息の支払額 △38,342 △61,282

 法人税等の支払額 △25,781 △108,422

 営業活動によるキャッシュ・フロー △151,683 △284,009

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,729 △10,767

 有形固定資産の売却による収入 - 327

 無形固定資産の取得による支出 △19,974 △21,352

 投資有価証券の取得による支出 △2,681 △2,742

 貸付金の回収による収入 3,600 3,600

 その他の収入 8,218 32,291

 その他の支出 △20,053 △49,442

 投資活動によるキャッシュ・フロー △32,621 △48,086

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △42 △87

 短期借入金の純増減額（△は減少） 340,000 40,000

 長期借入金の返済による支出 △475,001 △461,329

 長期借入れによる収入 400,000 600,000

 配当金の支払額 △73,348 △73,345

 その他の支出 △10,557 △18,278

 財務活動によるキャッシュ・フロー 181,049 86,958

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,254 △245,136

現金及び現金同等物の期首残高 702,944 882,601

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  699,689 ※1  637,464
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

（会計方針の変更）
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年
９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の
変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財
務諸表の組替えを行っております。

 

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

税金費用の計算

税金費用につきましては、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。また、見積実効税率を使用できない場合は、税金等調整前四半期純利益に一時差異に該当しない重要な差

異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。
 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して、次の通り債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

 

神戸港島港運協同組合 260,370千円 神戸港島港運協同組合 265,520千円

（同組合員３社と連帯保証）  （同組合員３社と連帯保証）  
     

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　一般管理費のうち主要な項目は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

給料手当 184,436千円 195,167千円

退職給付費用 22,832千円 7,903千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

現金及び預金 699,689千円 637,464千円

現金及び現金同等物 699,689千円 637,464千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 73,348 5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 73,345 5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

輸出 輸入 国際

売上高        

  外部顧客への売上高 1,588,750 2,713,837 2,604,596 103,696 7,010,880 ― 7,010,880

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 36 ― 41,429 41,466 △41,466 ―

計 1,588,750 2,713,874 2,604,596 145,126 7,052,347 △41,466 7,010,880

セグメント利益又は損失(△) △52,556 3,849 60,171 31,295 42,759 ― 42,759
 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、船内荷役、港湾関連、倉庫業及び

その他の事業を含んでおります。

２．調整額△41,466千円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失(△)の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

輸出 輸入 国際

売上高        

  外部顧客への売上高 1,638,678 2,607,150 2,619,030 86,026 6,950,885 ― 6,950,885

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 45,322 45,322 △45,322 ―

計 1,638,678 2,607,150 2,619,030 131,348 6,996,208 △45,322 6,950,885

セグメント利益又は損失(△) △56,884 18,770 48,717 33,661 44,264 ― 44,264
 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、船内荷役、港湾関連、倉庫業及び

その他の事業を含んでおります。

２．調整額△45,322千円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失(△)の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 2円37銭 5円31銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 34,884 77,855

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

34,884 77,855

   普通株式の期中平均株式数(千株) 14,657 14,656
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月11日

トレーディア株式会社

取締役会  御中

 

神明監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   岡   田   憲   二    印

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   赤　　松　　秀　　世    印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトレーディア株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から

平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トレーディア株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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